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※本書は 2026 年 6 月 4 日現在の法令情報に基づいて編集されています。

　環境基本法等の国内法規をはじめ条約や国連決議、政府方針など、多様な法令規範を幅広
く収載した六法です。地球環境、公害防止、自然保護、循環型社会の形成等、環境保全に関
する法令・告示を体系的に整理しています。

　本書は隔年の発行となりますが、約1,500件の法令規範が閲覧・検索できるWebサービス
「環境六法Pro」を随時更新し、無償にて最新の内容をご覧いただけます。

【環境六法Proとは】【環境六法Proとは】

　環境六法令和8-9年版をご購読の方は、本書に収載している法令のすべてに加え、関連する法令
　等について、 インターネットで検索・閲覧できる「環境六法Pro」を無料でご利用いただけます。

　右の二次元コードから専用サイトをご覧ください。(※掲載情報は随時更新となります)
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◇重要法令の改正を収録◇
環境六法 令和 8-9 年版  主な新規・改正法令

■主な新規収載法令
○温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令第1条
　第8号に規定する環境大臣、経済産業大臣及び農林水産
　大臣が定める森林等炭素蓄積変化量
○資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関す
　る法律施行令
○資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関す
　る法律施行規則
○廃棄物処分業者の判断の基準となるべき事項を定める省令
○使用済指定再資源化製品の自主回収・再資源化事業計画
　の認定等に関する省令
○使用済指定再資源化製品の再資源化に必要な行為の委託
　の基準に関する省令
○資源有効利用・脱炭素化促進設計指針
○地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等
　に関する法律施行規則

■主な収載法令の改正
◎環境影響評価法
○環境影響評価法施行令
○環境影響評価法施行規則
○自動車排出ガスの量の許容限度
○大気汚染防止法第19条第3項の規定に基づく特定特殊自
　動車排出ガスの量の許容限度
○特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則
○水質汚濁防止法施行令
○排水基準を定める省令
○水質汚濁に係る環境基準について
○地下水の水質汚濁に係る環境基準について
○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令
○水銀による環境の汚染の防止に関する法律施行令
○水銀による環境の汚染の防止に関する法律第2条第2項の
　要件を定める省令
○公害健康被害の補償等に関する法律施行令
○石綿による健康被害の救済に関する法律施行令
○公害紛争の処理手続等に関する規則
◎地球温暖化対策の推進に関する法律

○地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
○地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則
○温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令
○経済産業省関係フロン類の使用の合理化及び管理の適正 
　化に関する法律施行規則
○エアコンディショナーの製造業者等の判断の基準となる
　べき事項
○冷蔵機器及び冷凍機器の製造業者等の判断の基準となる
　べき事項
○フロン類の製造業者等の判断の基準となるべき事項
○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行規則
○エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転
　換等に関する法律施行規則
○再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置
　法施行規則
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則
○一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に
　係る技術上の基準を定める省令
◎資源の有効な利用の促進に関する法律
○資源の有効な利用の促進に関する法律施行令
◎鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律
○鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施
　行令
○鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施
　行規則
○絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律
　施行令
○平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴
　う原子力発電所の事故により放出された放射性物質によ
　る環境の汚染への対処に関する特別措置法施行規則
◎環境省設置法
○環境省組織令
○環境省組織規則
○地方環境事務所組織規則
○1972年の廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止
　に関する条約の1996年の議定書
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